
整理番号 １

事 前 評 価 個 表

事業名 森林水環境総合整備（国有林） 事業計画期間 平成２０～２４年度

事業実施地区名 千尋・加茂助地区 事業実施主体 近畿中国森林管理局
せんぴろ か も す け

（都道府県名） （三重県） 三重森林管理署

事業の概要・目的 千尋・加茂助地区は、三重県多気郡大台町の西部、宮川ダム上流の
大杉谷国有林に位置し「吉野熊野国立公園」にも指定されている
当地区は、平成１６年の台風２３号により山腹崩壊及び渓流荒廃が

発生した。併せて林道も決壊したことから、被災箇所の対策が不能と
なり、現在も崩壊地、渓流内には不安定土砂が堆積している。
自然環境の維持・保全及び水源かん養等公益的機能の発揮が求めら

れる地域であり、今回、林道が通行可能となったことから、山腹、渓
流の安定化及び森林整備による水土保全保全機能の回復・向上と下流
域の保全のため対策事業を実施する。

主な事業内容 渓間工 ４基
山腹工 0.36 ha
本数調整伐 166 ha

費用対効果分析 総費用（C） ２１２,５９２千円

総便益（B） 水源かん養便益 １,５５３,３９２千円

山地保全便益 １６９,１５１千円

環境保全便益 ０千円

災害防止便益 ０千円

計 １,７２２,５４３千円

分析結果（B／C） ８.１０

評価結果 ・必要性: 山腹崩壊、渓流荒廃及び、下層植生衰退のため放置すれ
ば、今後の集中豪雨等により荒廃拡大による土砂流出が発
生する恐れが非常に高い。
水土保全機能の発揮による下流域の保全等、当事業の実

施が必要である。

・有効性: 事業の実施により、森林の安定化が図られ水土保全機能
の発揮が見込まれることから、有効性が認められる。

・効率性: 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効
果分析及び各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討した
ところ、復旧対策により林地崩壊等の発生や下流域等への被害などの
山地災害の防止効果について、効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 ２

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成２０～２１年度

事業実施地区名 津灰地区 事業実施主体 近畿中国森林管理局
つ ば い

（都道府県名） （京都府） 京都大阪森林管理事務所

事業の概要・目的 津灰地区は、京都府綾部市の東部、一級河川上林川上流部の古屋国
有林に位置している
当地区は、近年の集中豪雨により山腹崩壊及び渓流荒廃が発生。崩

壊地、渓流内には現在も不安定土砂が堆積する状況にある。
下流には集落、田畑が所在し、水源かん養等公益的機能の発揮が求

められる地域であることから、早急な対策が必要である。
このため、山腹及び渓流の安定化による水土保全保全機能の回復・

向上と下流域の保全のため対策事業を実施する。

主な事業内容 渓間工 １ 基
山腹工 0.40 ha

費用対効果分析 総費用（C） ５７,６１８千円

総便益（B） 水源かん養便益 ５,３９１千円

山地保全便益 ０千円

環境保全便益 ０千円

災害防止便益 １２０,３０６千円

計 １２５,６９７千円

分析結果（B／C） ２.１８

評価結果 ・必要性: 山腹崩壊地及び渓流に堆積する不安定土砂の状況から、
放置すれば今後の集中豪雨等により、崩壊地の拡大と、そ
れに伴う渓流荒廃による下流への土砂流出の恐れが高い。
水土保全機能の発揮による下流域の保全等、当事業の実

施が必要である。

・有効性: 事業の実施により、山腹の安定が図られ、水土保全機能
が維持・向上されることから有効性は認められる。

・効率性: 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効
果分析及び各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討した
ところ、復旧対策により林地崩壊等の発生や下流域等への被害などの
山地災害の防止効果について、効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 ３

事 前 評 価 個 表

事業名 環境防災林整備（国有林） 事業計画期間 平成２０年度

事業実施地区名 観喜山地区 事業実施主体 近畿中国森林管理局
かんきざん

（都道府県名） （京都府） 京都大阪森林管理事務所

事業の概要・目的 観喜山地区は、京都府京都市の西部、一級河川桂川の支流清滝川沿
いの観喜山国有林に位置し、都市計画法による「風致地区」に指定さ
れている。
当地区は、山腹斜面が侵食を受け、表土の移動が発生。現在も侵食

が進行する状況にあるが、市道、東海自然歩道沿いで、自然環境の維
持・保全及び土砂流出防止等公益的機能の発揮が求められる地域であ
ることから、早急な対策が必要である。
このため、山腹の安定化による水土保全機能の回復・向上と下流域

の保全のため事業を実施する。

主な事業内容 山腹工 0.40 ha

費用対効果分析 総費用（C） ２４,０３８千円

総便益（B） 水源かん養便益 ８,４２２千円

山地保全便益 ７２,３０７千円

環境保全便益 ０千円

災害防止便益 ０千円

計 ８０,７２９千円

分析結果（B／C） ３.３６

評価結果 ・必要性: 山腹斜面に堆積する不安定土砂の状況から、放置すれば
今後の集中豪雨等により、荒廃の拡大による下流への土砂
流出の恐れが高い。
水土保全機能の発揮による下流域及び自然環境の保全

等、当事業の実施が必要である。

・有効性: 事業の実施により、山腹の安定が図られ、水土保全機能
が維持・向上されることから有効性は認められる。

・効率性: 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効
果分析及び各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討した
ところ、復旧対策により林地崩壊等の発生や下流域等への被害などの
山地災害の防止効果について、効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 ４

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成２０年度

事業実施地区名 伯母子岳地区 事業実施主体 近畿中国森林管理局
お ば こ だ け

（都道府県名） （奈良県） 奈良森林管理事務所

事業の概要・目的 伯母子岳地区は、奈良県吉野郡野迫川村の南部、一級河川川原樋川
上流の伯母子国有林に位置している。
当地区は、近年の集中豪雨等により山腹崩壊及び渓流荒廃が発生し

流出土砂が林道を閉塞させるなど被害を及ぼした。
渓流内には現在も不安定土砂が堆積する状況にある。
下流には風屋ダムが所在し、水源かん養等公益的機能の発揮が求め

られる地域であることから、早急な対策が必要である。
このため、渓流の安定化による水土保全機能の回復・向上と下流域

の保全のため事業を実施する。

主な事業内容 渓間工 １基

費用対効果分析 総費用（C） ２８,８４６千円

総便益（B） 水源かん養便益 ７,５６６千円

山地保全便益 ０千円

環境保全便益 ０千円

災害防止便益 ５７,７０５千円

計 ６５,２７１千円

分析結果（B／C） ２.２６

評価結果 ・必要性: 渓流に堆積する不安定土砂の状況から、放置すれば今後
の集中豪雨等による、下流への土砂流出の恐れが高い。
水土保全機能の発揮による下流域の保全等、当事業の実

施が必要である。

・有効性: 事業の実施により、渓床の安定が図られ、水土保全機能
が維持・向上されることから有効性は認められる。

・効率性: 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効
果分析及び各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討した
ところ、復旧対策により林地崩壊等の発生や下流域等への被害などの
山地災害の防止効果について、効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 ５

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成２０～２２年度

事業実施地区名 阿舎利地区 事業実施主体 近畿中国森林管理局
あ じ ゃ り

（都道府県名） （兵庫県） 兵庫森林管理署

事業の概要・目的 阿舎利地区は兵庫県宍粟市の北部、一級河川上流の阿舎利国有林に
位置している。
平成１６年の台風２３号により山腹崩壊及び倒木等の被害が発生し

た。山腹崩壊地には現在も不安定土砂が堆積する状況にある。
下流には集落、田畑が所在し土砂流出防止等公益的機能の発揮が求

められる地域であることから、早急な対策が必要である。
このため、山腹及び渓流の安定化による水土保全機能の回復・向上

と下流域の保全のため事業を実施する。

主な事業内容 渓間工 １基
山腹工 0.98 ha

費用対効果分析 総費用（C） １１７,５３４千円

総便益（B） 水源かん養便益 ２３,１５６千円

山地保全便益 ０千円

環境保全便益 ０千円

災害防止便益 ２８０,１８４千円

計 ３０３,３４０千円

分析結果（B／C） ２.５８

評価結果 ・必要性: 山腹崩壊及び渓流荒廃のため、荒廃拡大による土砂流出
が発生する恐れが非常に高い。
水土保全機能の発揮による下流域の保全等、当事業の実

施が必要である。

・有効性: 事業の実施により、山腹の安定化が図られ水土保全機能
の発揮が見込まれることから、有効性が認められる。

・効率性: 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効
果分析及び各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討した
ところ、復旧対策により林地崩壊等の発生や下流域等への被害などの
山地災害の防止効果について、効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 ６

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成２０年度

事業実施地区名 鮎屋地区 事業実施主体 近畿中国森林管理局
あ い や

（都道府県名） （兵庫県） 兵庫森林管理署

事業の概要・目的 鮎屋地区は、兵庫県洲本市の南部、二級河川洲本川上流の鮎屋国有
林に位置している。
平成１６年の台風２３号により既設渓間工が損壊するなど渓流の荒

廃が著しい状況にある。
下流には農業用ため池及び鮎屋ダムが所在し、土砂流出防止等公益

的機能の発揮が求められる地域であることから、早急な対策が必要で
ある。
このため、渓流の安定化による水土保全機能の回復・向上と下流域

の保全のため事業を実施する。

主な事業内容 渓間工 １基

費用対効果分析 総費用（C） ８１,７３１千円

総便益（B） 水源かん養便益 ６２,８１４千円

山地保全便益 ０千円

環境保全便益 ０千円

災害防止便益 １０７,１０５千円

計 １６９,９１９千円

分析結果（B／C） ２.０８

評価結果 ・必要性: 渓流に堆積する不安定土砂の状況から、放置すれば今後
の集中豪雨等による、下流への土砂流出の恐れが高い。
水土保全機能の発揮による下流域の保全等、当事業の実

施が必要である。

・有効性: 事業の実施により、渓床の安定が図られ、水土保全機能
が維持・向上されることから有効性は認められる。

・効率性: 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効
果分析及び各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討した
ところ、復旧対策により林地崩壊等の発生や下流域等への被害などの
山地災害の防止効果について、効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 ７

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成２０年度

事業実施地区名 公門谷西地区 事業実施主体 近畿中国森林管理局
くもんだににし

（都道府県名） （和歌山県） 和歌山森林管理署

事業の概要・目的 公門谷西地区は、和歌山県田辺市の東部、一級河川三越川上流の公
門谷国有林に位置している。
当地区は、近年の集中豪雨等により渓流荒廃が発生し、流出土砂が

林道を閉塞させるなど被害を及ぼした。
渓流内には現在も不安定土砂が堆積する状況にある。
水源かん養等公益的機能の発揮が求められる地域であることから、

早急な対策が必要である。
このため、渓流の早期安定化による水土保全機能の回復・向上と下

流域の保全のため事業を実施する。

主な事業内容 渓間工 ２基

費用対効果分析 総費用（C） ３８,４６２千円

総便益（B） 水源かん養便益 ２９,８７９千円

山地保全便益 ０千円

環境保全便益 ０千円

災害防止便益 １０３,１７０千円

計 １３３,０４９千円

分析結果（B／C） ３.４６

評価結果 ・必要性: 渓流に堆積する不安定土砂の状況から、放置すれば今後
の集中豪雨等による、下流への土砂流出の恐れが高い。
水土保全機能の発揮による下流域の保全等、当事業の実

施が必要である。

・有効性: 事業の実施により、渓床の安定化が図られ、水土保全機
能が維持・向上されることから有効性は認められる。

・効率性: 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効
果分析及び各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討した
ところ、復旧対策により林地崩壊等の発生や下流域等への被害などの
山地災害の防止効果について、効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 ８

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成２０～２２年度

事業実施地区名 鷲峰山本谷地区 事業実施主体 近畿中国森林管理局
じゅうぽうざんほんたに

（都道府県名） （鳥取県） 鳥取森林管理署

事業の概要・目的 鷲峰山本谷地区は、鳥取県鳥取市の西部、二級河川河内川上流の鷲
峰山国有林に位置している。
当地区は、平成１７年の集中豪雨により山腹崩壊が発生し、現在も

不安定土砂が堆積する状況にある。
下流には田畑、集落が所在し、また付近には中国自然歩道が整備さ

れており、自然環境の維持・保全及び土砂流出防止等公益的機能の発
揮が求められる地域であることから、早急な対策が必要である。
このため、山腹の安定化による水土保全機能の回復・向上と下流域

の保全のため事業を実施する。

主な事業内容 渓間工 ２基
山腹工 ０.２１ha

費用対効果分析 総費用（C） ８２,８４９千円

総便益（B） 水源かん養便益 ８,３１０千円

山地保全便益 ０千円

環境保全便益 ０千円

災害防止便益 １７４,８６５千円

計 １８３,１７５千円

分析結果（B／C） ２.２１

評価結果 ・必要性: 山腹崩壊地に堆積する不安定土砂の状況から、放置すれ
ば今後の集中豪雨等により、拡大崩壊による下流への土砂
流出の恐れが高い。
水土保全機能の発揮による下流域の保全等、当事業の実

施が必要である。

・有効性: 事業の実施により、崩壊地の復旧が図られ、水土保全機
能が維持・向上されることから有効性は認められる。

・効率性: 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効
果分析及び各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討した
ところ、復旧対策により林地崩壊等の発生や下流域等への被害などの
山地災害の防止効果について、効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 ９

事 前 評 価 個 表

事業名 特定流域総合治山（国有林） 事業計画期間 平成２０～２１年度

事業実施地区名 久住地区 事業実施主体 近畿中国森林管理局
く す み

（都道府県名） （鳥取県） 鳥取森林管理署

事業の概要・目的 久住地区は、鳥取県日野郡日野町の北部、一級河川天郷川中流の川
東国有林に位置している。
当地区は平成１２年の鳥取県西部地震により山腹崩壊が発生し、県

道を閉塞させるなど、地域に重大な被害を及ぼした。
近年の集中豪雨等により、渓流荒廃と山腹斜面に亀裂が発生した。
直下には県道、下流には集落が所在し、土砂流出防止等公益的機能

の発揮が求められる地域であることから、早急な対策が必要である。
このため、山腹、渓流の安定化による水土保全機能の回復・向上と

下流域の保全のため事業を実施する。
なお、対岸の民有林内で発生した山腹崩壊地対策を鳥取県が同時期

に実施。民有林と国有林が連携し、事業効果の早期発現を図る。

主な事業内容 渓間工 ２基
山腹工 ０.１０ha

費用対効果分析 総費用（C） ７７,３８５千円

総便益（B） 水源かん養便益 ７,６５９千円

山地保全便益 ０千円

環境保全便益 ０千円

災害防止便益 １３８,１８１千円

計 １４５,８４０千円

分析結果（B／C） １.８８

評価結果 ・必要性: 山腹の亀裂状況、渓流の状況から、放置すれば今後の集
中豪雨等により、山腹崩壊や渓流荒廃拡大による下流への
土砂流出の恐れが高い。
水土保全機能の発揮による下流域の保全等、当事業の実

施が必要である。

・有効性: 事業の実施により、山腹、渓床の安定が図られ、水土保
全機能が維持・向上されることから有効性は認められる。

・効率性: 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効
果分析及び各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討した
ところ、復旧対策により林地崩壊等の発生や下流域等への被害などの
山地災害の防止効果について、効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １０

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成２０～２２年度

事業実施地区名 神戸布施山地区 事業実施主体 近畿中国森林管理局
か ん と ぶ せ や ま

（都道府県名） （鳥取県） 鳥取森林管理署

事業の概要・目的 神戸布施山地区は、鳥取県日野郡日野町の中部、一級河川日野川上
流部の神戸布施山国有林に位置している。
当地区は平成１８年の集中豪雨により山腹崩壊が発生し、流出土砂

が下流の田畑に堆積するなど、地域に重大な被害を及ぼし、災害関連
緊急事業により緊急対策を実施した地区である。
下流には町道、国道が所在し、土砂流出防止等公益的機能の発揮が

求められる地域であることから、今後も山腹工、渓間工を計画的に実
施する必要がある。
このため、山腹、渓流の安定化による水土保全機能の回復・向上と

下流域の保全のため事業を実施する。

主な事業内容 渓間工 ３基
山腹工 ０.２２ha

費用対効果分析 総費用（C） ４１,３６７千円

総便益（B） 水源かん養便益 １２,３３７千円

山地保全便益 ０千円

環境保全便益 ０千円

災害防止便益 ７７,８１５千円

計 ９０,１５２千円

分析結果（B／C） ２.１８

評価結果 ・必要性: 山腹崩壊地、渓流の状況から、放置すれば今後の集中豪
雨等により、山腹崩壊や渓流荒廃拡大による下流への土砂
流出の恐れが高い。
水土保全機能の発揮による下流域の保全等、当事業の実

施が必要である。

・有効性: 事業の実施により、山腹、渓床の安定が図られ、水土保
全機能が維持・向上されることから有効性は認められる。

・効率性: 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効
果分析及び各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討した
ところ、復旧対策により林地崩壊等の発生や下流域等への被害などの
山地災害の防止効果について、効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １１

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成２０年度

事業実施地区名 日平川地区 事業実施主体 近畿中国森林管理局
ひびらがわ

（都道府県名） （島根県） 島根森林管理署

事業の概要・目的 日平川地区は、島根県邑智郡美郷町の南部、一級江の川下流部の艾
山国有林に位置している。
近年の集中豪雨により渓流荒廃が発生。崩壊地には現在も不安定土

砂が堆積する状況にある。
下流には県道、集落が所在しており、土砂流出防止等公益的機能の

発揮が求められる地域であることから、早急な対策が必要である。
このため、渓流の安定化による水土保全機能の回復・向上と下流域

の保全のため事業を実施する。

主な事業内容 渓間工 １基

費用対効果分析 総費用（C） １４,４２３千円

総便益（B） 水源かん養便益 １,４２５千円

山地保全便益 ０千円

環境保全便益 ０千円

災害防止便益 ２６,２３０千円

計 ２７,６６５千円

分析結果（B／C） １.９２

評価結果 ・必要性: 不安定土砂の状況から、放置すれば今後の集中豪雨等に
より、渓流荒廃拡大による下流への土砂流出の恐れが高い。
水土保全機能の発揮による下流域の保全等、当事業の実

施が必要である。

・有効性: 事業の実施により、渓床の安定が図られ、水土保全機能
が維持・向上されることから有効性は認められる。

・効率性: 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効
果分析及び各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討した
ところ、復旧対策により林地崩壊等の発生や下流域等への被害などの
山地災害の防止効果について、効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １２

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成２０～２１年度

事業実施地区名 兼秀川地区 事業実施主体 近畿中国森林管理局
かねひでがわ

（都道府県名） （岡山県） 岡山森林管理署

事業の概要・目的 兼秀川地区は、岡山県真庭市の東部、一級河川兼秀川上流部の杉ノ
子国有林に位置している。
近年の集中豪雨により山腹崩壊が発生。崩壊地には現在も不安定土

砂、倒木が堆積する状況にある。
下流には県道、集落が所在しており、土砂流出防止等公益的機能の

発揮が求められる地域であることから、早急な対策が必要である。
このため、山腹の安定化による水土保全機能の回復・向上と下流域

の保全のため事業を実施する。

主な事業内容 山腹工 ０.６０ha

費用対効果分析 総費用（C） ４０,８６５千円

総便益（B） 水源かん養便益 ９,６００千円

山地保全便益 ８１,６６６千円

環境保全便益 ０千円

災害防止便益 ０千円

計 ９１,２６６千円

分析結果（B／C） ２.２３

評価結果 ・必要性: 山腹崩壊地に堆積する不安定土砂の状況から、放置すれ
ば今後の集中豪雨等により、山腹崩壊や渓流荒廃拡大によ
る下流への土砂流出の恐れが高い。
水土保全機能の発揮による下流域の保全等、当事業の実

施が必要である。

・有効性: 事業の実施により、崩壊地の復旧が図られ、水土保全機
能が維持・向上されることから有効性は認められる。

・効率性: 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効
果分析及び各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討した
ところ、復旧対策により林地崩壊等の発生や下流域等への被害などの
山地災害の防止効果について、効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １３

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成２０～２２年度

事業実施地区名 釘貫川地区 事業実施主体 近畿中国森林管理局
くぎぬきがわ

（都道府県名） （岡山県） 岡山森林管理署

事業の概要・目的 釘貫川地区は、岡山県真庭市の東部、一級河川釘貫川上流部の三阪
山国有林に位置している。
近年の集中豪雨により山腹崩壊が発生。崩壊地には現在も不安定土

砂、倒木が堆積する状況にある。
下流には県道、集落が所在しており、土砂流出防止等公益的機能の

発揮が求められる地域であることから、早急な対策が必要である。
このため、山腹、渓流の安定化による水土保全機能の回復・向上と

下流域の保全のため事業を実施する。

主な事業内容 渓間工 ２基
山腹工 ０.１６ha

費用対効果分析 総費用（C） ４１,２２３千円

総便益（B） 水源かん養便益 ８,６５１千円

山地保全便益 ０千円

環境保全便益 ０千円

災害防止便益 １１９,２２６千円

計 １２７,８７７千円

分析結果（B／C） ３.１０

評価結果 ・必要性: 山腹崩壊地に堆積する不安定土砂の状況から、放置すれ
ば今後の集中豪雨等により、山腹崩壊や渓流荒廃拡大によ
る下流への土砂流出の恐れが高い。
水土保全機能の発揮による下流域の保全等、当事業の実

施が必要である。

・有効性: 事業の実施により、崩壊地の復旧が図られ、水土保全機
能が維持・向上されることから有効性は認められる。

・効率性: 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効
果分析及び各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討した
ところ、復旧対策により林地崩壊等の発生や下流域等への被害などの
山地災害の防止効果について、効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １４

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成２０年度

事業実施地区名 青 柳地区 事業実施主体 近畿中国森林管理局
あおやなぎ

（都道府県名） （岡山県） 岡山森林管理署

事業の概要・目的 青柳地区は、岡山県津山市の北部、一級河川加茂川上流部の黒木国
有林に位置し、「氷ノ山後山那岐山国定公園」に指定されている。
平成１８年の集中豪雨により山腹崩壊が発生。崩壊地には現在も不

安定土砂、倒木が堆積する状況にある。
下流には市道、黒木ダムが所在しており、自然環境の維持・保全及

び水源かん養等公益的機能の発揮が求められる地域であることから、
早急な対策が必要である。
このため、山腹の安定化による水土保全機能の回復・向上と下流域

の保全のため事業を実施する。

主な事業内容 山腹工 ０.０６ha

費用対効果分析 総費用（C） １８,０２９千円

総便益（B） 水源かん養便益 ７,１８４千円

山地保全便益 ０千円

環境保全便益 ０千円

災害防止便益 ７１,１３８千円

計 ７８,３２２千円

分析結果（B／C） ４.３４

評価結果 ・必要性: 山腹崩壊地に堆積する不安定土砂の状況から、放置すれ
ば今後の集中豪雨等により、山腹崩壊拡大による下流への
土砂流出の恐れが高い。
水土保全機能の発揮による下流域の保全等、当事業の実

施が必要である。

・有効性: 事業の実施により、崩壊地の復旧が図られ、水土保全機
能が維持・向上されることから有効性は認められる。

・効率性: 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効
果分析及び各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討した
ところ、復旧対策により林地崩壊等の発生や下流域等への被害などの
山地災害の防止効果について、効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １５

事 前 評 価 個 表

事業名 予防治山（国有林） 事業計画期間 平成２０年度

事業実施地区名 城山地区 事業実施主体 近畿中国森林管理局
しろやま

（都道府県名） （岡山県） 岡山森林管理署

事業の概要・目的 城山地区は、岡山県岡山市の北部、一級河川旭川下流部の城山国有
林に位置し、「吉備清流県立自然公園」に指定されている。
山腹斜面に風化侵食が進行した基岩が露出し、剥離落下する恐れが

ある。
直下には県道、人家が所在しており、自然環境の維持・保全及び落

石防止等公益的機能の発揮が求められる地域であることから、早急な
対策が必要である。
このため、山腹の安定化による水土保全機能の回復・向上と下流域

の保全のため事業を実施する。

主な事業内容 山腹工 ０.０１ha

費用対効果分析 総費用（C） ９,６１５千円

総便益（B） 水源かん養便益 ７４６千円

山地保全便益 ０千円

環境保全便益 ０千円

災害防止便益 １６,６９２千円

計 １７,４３８千円

分析結果（B／C） １.８１

評価結果 ・必要性: 山腹の状況から、放置すれば今後の集中豪雨等により、
道路等へ落石等による被害を及ぼす恐れが高い。
水土保全機能の発揮による下流域の保全等、当事業の実

施が必要である。

・有効性: 事業の実施により、山腹の安定化が図られ、水土保全機
能が維持・向上されることから有効性は認められる。

・効率性: 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効
果分析及び各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討した
ところ、復旧対策により林地崩壊等の発生や下流域等への被害などの
山地災害の防止効果について、効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １６

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成２０年度

事業実施地区名 平原山東地区 事業実施主体 近畿中国森林管理局
ひらはらやまひがし

（都道府県名） （広島県） 広島北部森林管理署

事業の概要・目的 平原山東地区は、広島県安芸高田市の中心部、一級河川江の川中流
部の平原山国有林に位置している。
平成１８年の集中豪雨により山腹崩壊とその流出土砂による渓流荒

廃が発生。渓流内には現在も不安定土砂が堆積する状況にある。
下流には集落、国道が所在しており、土砂流出防止等公益的機能の

発揮が求められる地域であることから、早急な対策が必要である。
このため、渓流の安定化による水土保全機能の回復・向上と下流域

の保全のため事業を実施する。

主な事業内容 渓間工 １基

費用対効果分析 総費用（C） １７,３０８千円

総便益（B） 水源かん養便益 ２,７７０千円

山地保全便益 ０千円

環境保全便益 ０千円

災害防止便益 ９２,９５９千円

計 ９５,７２９千円

分析結果（B／C） ５.５３

評価結果 ・必要性: 渓流に堆積する不安定土砂の状況から、放置すれば今後
の集中豪雨等により、渓流荒廃拡大による下流への土砂流
出の恐れが高い。
水土保全機能の発揮による下流域の保全等、当事業の実

施が必要である。

・有効性: 事業の実施により、渓床の安定が図られ、水土保全機能
が維持・向上されることから有効性は認められる。

・効率性: 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効
果分析及び各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討した
ところ、復旧対策により林地崩壊等の発生や下流域等への被害などの
山地災害の防止効果について、効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １７

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成２０年度

事業実施地区名 笹ヶ丸山51林班地区 事業実施主体 近畿中国森林管理局
ささがまるやま りんぱん

（都道府県名） （広島県） 広島森林管理署

事業の概要・目的 笹ヶ丸51林班地区は、広島県広島市の北部、一級河川太田川中流部
の笹ヶ丸山国有林に位置している。
平成１７年の集中豪雨により山腹崩壊が発生し、市道を閉塞させた。
崩壊地には現在も不安定土砂が堆積する状況にある。
直下には市道、渓流は「宇賀峡」として市民の憩いの場となってい

る。
自然環境の維持・保全及び土砂流出防止等公益的機能の発揮が求め

られる地域であることから、早急な対策が必要である。
このため、山腹の安定化による水土保全機能の回復・向上と下流域

の保全のため事業を実施する。

主な事業内容 山腹工 ０.１９ha

費用対効果分析 総費用（C） ２８,８４６千円

総便益（B） 水源かん養便益 １５,８７８千円

山地保全便益 １０６,７３７千円

環境保全便益 ０千円

災害防止便益 ０千円

計 １２２,６１５千円

分析結果（B／C） ４.２５

評価結果 ・必要性: 山腹崩壊地に堆積する不安定土砂の状況から、放置すれ
ば今後の集中豪雨等により、拡大崩壊と、下流への土砂流
出の恐れが高い。
水土保全機能の発揮による下流域の保全等、当事業の実

施が必要である。

・有効性: 事業の実施により、崩壊地の復旧が図られ、水土保全機
能が維持・向上されることから有効性は認められる。

・効率性: 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効
果分析及び各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討した
ところ、復旧対策により林地崩壊等の発生や下流域等への被害などの
山地災害の防止効果について、効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １８

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成２０年度

事業実施地区名 羅漢渓谷上流地区 事業実施主体 近畿中国森林管理局
らかんけいこくじょうりゅう

（都道府県名） （広島県） 広島森林管理署

事業の概要・目的 羅漢渓谷上流地区は、広島県廿日市市の西部、一級河川小瀬川上流
部の黒打山国有林に位置している。
平成１６年の集中豪雨により渓流荒廃が発生。下流の国道を閉塞さ

せた。
下流の渓流は「羅漢渓谷」として、ドライブコース等憩いの場とな

っており、自然環境の維持・保全及び土砂流出防止等公益的機能の発
揮が求められる地域であることから、早急な対策が必要である。
このため、渓流の安定化による水土保全機能の回復・向上と下流域

の保全のため事業を実施する。

主な事業内容 渓間工 １基

費用対効果分析 総費用（C） １０,５７７千円

総便益（B） 水源かん養便益 ２,４８１千円

山地保全便益 ０千円

環境保全便益 ０千円

災害防止便益 ２３,２５７千円

計 ２５,７３８千円

分析結果（B／C） ２.４３

評価結果 ・必要性: 渓流に堆積する不安定土砂の状況から、放置すれば今後
の集中豪雨等により、渓流荒廃拡大による下流への土砂流
出の恐れが高い。
水土保全機能の発揮による下流域の保全等、当事業の実

施が必要である。

・有効性: 事業の実施により、渓床の安定が図られ、水土保全機能
が維持・向上されることから有効性は認められる。

・効率性: 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効
果分析及び各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討した
ところ、復旧対策により林地崩壊等の発生や下流域等への被害などの
山地災害の防止効果について、効率的に計画されているものと認めら
れる。


